
第４章 計画の進捗評価と見直し

〇 本計画は、東京都児童福祉審議会及び同審議会専門部会における議論を経て、

東京都全体の社会的養育の充実に向け、都において取りまとめたものです。

〇 本計画においては、計画の進捗状況を評価するため、計画の記載事項ごとに取

組や指標を設定しています。計画の達成状況を評価するため、各取組や指標の現

状把握に必要な調査を毎年度実施していきます。

計画期間中、この取組・指標等を活用して、東京都児童福祉審議会において、

計画の達成状況の進捗を管理し、次期以降の計画につなげていきます。

〇 社会的養育の推進に向け、本計画では、「家庭養育優先原則」と「パーマネンシ

ー保障」の２つを中心的な考え方とし、妊娠期からの支援などの予防的な取組や、

社会的養護からの自立のための支援など、幅広い観点で取組を示しています。

   計画の達成に向けては、児童福祉分野に加えて、若者支援、生活福祉、障害者

支援など、関係する他分野と連携し横断的に取り組み、必要な支援を提供してい

きます。

〇 令和２年度以降、特別区における児童談所の設置が進んでいます。令和６年１

０月１日時点で９つの区（世田谷、江戸川、荒川、港、中野、板橋、豊島、葛飾、

品川）が児童相談所を開設し、今後も新たな開設が予定されています。

一方、都においても、国の政令により、児童相談所の所管区域の人口が「基本

としておおむね 50 万人以下」とされたことから、基準に合わせた所管区域の見

直しや新たな都児童相談所の設置を進めており、都の社会的養育を取り巻く環境

は変化を続けています。

〇 計画の推進に向け、進捗評価の結果や状況の変化を踏まえながら、必要に応じ

て、体制や取組の抜本的な見直しを行い、社会的養育の推進に努めていきます。

特に、児童自立支援施設については「心理的・治療的ケアの専門的支援の充実

に係る集中討議」における議論において、本施設に求められる役割や今後の方向

性に向けた検討の必要性が示されたため、引き続き体制の在り方を検討していき

ます。

さらに、計画全体についても、計画期間の中間年である令和９年度を目安とし

て検討を行い、必要な場合には、計画の見直しを行い、取組を一層推進していく

こととします。
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(区分ごと 五十音順・ 敬称略)

区分 氏  名 現           職 専門分野等

委員 青木
ア オ キ

　 克
カ ツ

德
ノ リ

(区長会代表)葛飾区長 関係団体等

委員 秋山
ア キ ヤ マ

 千枝子
チ エ コ

医療法人社団千実会　 あき やま 子ど も ク リ ニッ ク 院長 小児科医

委員 石田
イ シ ダ

　 芳朗
ヨ シ ア キ 社会福祉法人至誠学舎立川　 常務理事　 児童事業本部長

至誠障害福祉総合センタ ー長（ 兼務）
児童福祉施設

委員 石森
イ シ モ リ

　 博行
ヒ ロ ユ キ

弁護士 司法関係

委員 泉谷
イ ズ ミ ヤ

　 朋子
ト モ コ

聖隷ク リ ス ト フ ァ ー大学社会福祉学部准教授
児童福祉

（ 児童虐待）

委員 榎
エ ノ

沢
サ ワ

　 良彦
ヨ シ ヒ コ

東京家政大学家政学部教授
児童福祉

（ 保育・ 幼児教育）

委員 掛川
カ ケ ガ ワ

　 亜季
ア キ

弁護士 司法関係

委員長 柏女
カ シ ワ メ

　 霊
レ イ

峰
ホ ウ

淑徳大学総合福祉学部教授
児童福祉

（ 児童家庭福祉）

委員 加藤
カ ト ウ

　 尚子
シ ョ ウ コ

明治大学文学部専任教授 臨床心理学

委員 鎌倉
カ マ ク ラ

　 道子
ミ チ コ 社会福祉法人聖オディ リ アホーム

聖オディ リ アホーム乳児院施設長
児童福祉施設

委員 亀岡
カ メ オ カ

　 保夫
ヤ ス オ

公認会計士 会計

委員 加茂
カ モ

　 登志子
ト シ コ

若松町こ こ ろと ひふのク リ ニッ ク 　 Ｐ Ｃ Ｉ Ｔ 研修センタ ー長 精神科医

委員 川上
カ ワ カ ミ

　 一恵
カ ズ エ

東京都医師会理事 関係団体等

委員 川松
カ ワ マ ツ

　 亮
アキラ

明星大学人文学部常勤教授
児童福祉

（ 児童家庭福祉）

委員 小林
コ バヤ シ

　 隆
タ カ

猛
オ 東京都民生児童委員連合会副会長

葛飾区民生児童委員協議会会長
関係団体等

委員 佐賀
サ ガ

　 豪
タ ケシ

弁護士 司法関係

委員 式場　 典子
シ キ バ ノ リ コ

医療法人社団式場記念会　 式場隆三郎記念ク リ ニッ ク 院長 精神科医

副委員長 新保　 幸男
シ ン ボ ユ キ オ

神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部教授
児童福祉

（ 児童家庭福祉）

委員 関野
セ キ ノ

　 たかなり 東京都議会厚生委員会委員長 都議会

委員 高田
タ カ ダ

　 真里
マ リ

（ 都民公募） 都民

委員 竹内
タ ケ ウ チ

　 章子
ア キ コ

弁護士 司法関係

委員 中
ナ カ

板
イ タ

　 育美
イ ク ミ

武蔵野大学看護学部教授 公衆衛生

委員 永島
ナ ガ シ マ

　 恵子
ケ イ コ

公益財団法人東京都防災・ 建築ま ちづく り センタ ー理事長 建築

委員 中村
ナ カ ム ラ

　 仁
ヒ ト シ

志 弁護士 司法関係

委員 藤岡
フ ジ オ カ

　 孝
タ カシ

志 日本社会事業大学名誉教授 臨床心理学

委員 益田
マ ス ダ

　 早苗
サ ナ エ

敦賀市立看護大学非常勤講師
児童福祉

（ 社会的養護）

委員 宮田
ミ ヤ タ

　 理英
  リ 　  エ 公益社団法人地域医療振興協会

東京北医療センタ ー小児科部長
小児科医

（ 次頁に続く ）

東京都児童福祉審議会　 委員名簿
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区分 氏  名 現           職 専門分野等

委員 宮原
ミ ヤ ハラ

　 理恵
リ エ

（ 都民公募） 都民

委員 山本
ヤ マ モ ト

　 恒雄
ツ ネ オ

愛育研究所客員研究員
児童福祉

（ 児童虐待）

委員 山
ヤ マ

屋
ヤ

　 春恵
ハ ル エ

常葉大学保育学部准教授
児童福祉

（ 児童家庭福祉）

委員 横堀
ヨ コ ボ リ

　 昌子
マ サ コ

青山学院大学コ ミ ュ ニティ 人間科学部教授
児童福祉

（ 社会的養護）

委員 米原
ヨ ネ ハラ

　 立
タ ツ

将
マ サ

流通経済大学共創社会学部准教授
児童福祉
（ 保育）

委員 米山
ヨ ネ ヤ マ

　 明
アキラ 社会福祉法人全国心身障害児福祉財団全国療育相談センタ ー

センタ ー長
小児科医

委員 和地
ワ チ

　 仁美
ヒ ト ミ

（ 市長会代表） 東大和市長 関係団体等

臨時委員 木村
キ ム ラ

　 秀樹
ヒ デ キ

福生市子ど も 家庭部こ ども 家庭センタ ー課長 関係行政機関

臨時委員 齋藤
サ イ ト ウ

　 弘美
ヒ ロ ミ 社会福祉法人大洋社常務理事

大田区立ひま わり 苑統括施設長
母子生活支援施設

臨時委員 左近
サ コ ン

士
シ

　 美和
ミ ワ

中央区福祉保健部子ど も 家庭支援センタ ー所長 関係行政機関

臨時委員 田中
タ ナ カ

　 れいか 一般社団法人たすけあい代表理事
児童福祉

（ 社会的養護）

臨時委員 都留
ツ ル

　 和光
カ ズ ミ ツ

社会福祉法人二葉保育園　 二葉乳児院施設長 児童福祉施設

臨時委員 能登
ノ ト

　 和子
カ ズ コ

特定非営利活動法人東京養育家庭の会理事長 養育家庭

臨時委員 古川
フ ルカ ワ

　 康司
コ ウ ジ

中野区児童相談所長 関係行政機関

臨時委員 増沢
マ ス ザ ワ

　 高
タ カシ 社会福祉法人横浜博萌会子ど も の虹情報研修センタ ー

副センタ ー長
臨床心理学

臨時委員 武藤
ム ト ウ

　 素明
ソ メ イ 社会福祉法人二葉保育園常務理事

二葉学園統括施設長
児童福祉施設
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■委員名簿
（ 五十音順、 敬称略）

所               属 専門分野

掛 川
カ ケ ガ ワ

亜 季
ア キ

弁護士 司法関係

木 村
キ ム ラ

秀 樹
ヒ デ キ

福生市子ど も 家庭部こ ど も 家庭センタ ー課長 関係行政機関

齋 藤
サ イ ト ウ

弘 美
ヒ ロ ミ 社会福祉法人大洋社常務理事

大田区立ひま わり 苑統括施設長
母子生活支援施設

左近士
サ コ ン シ

美和
ミ ワ

中央区福祉保健部子ど も 家庭支援センタ ー所長 関係行政機関

新 保
シ ン ボ

幸 男
ユ キ オ

神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部教授
児童福祉

（ 児童家庭福祉）

高 田
タ カ ダ

真 里
マ リ

公募委員 都民公募

田中
タ ナ カ

れいか 一般社団法人たすけあい代表理事
児童福祉

（ 社会的養護）

都
ツ

留
ル

和 光
カ ズ ミ ツ

社会福祉法人二葉保育園 二葉乳児院 施設長 児童福祉施設

中
ナカ

板
イ タ

育 美
イ ク ミ

◎ 武蔵野大学看護学部教授 公衆衛生

能 登
ノ ト

和 子
カ ズ コ

特定非営利活動法人東京養育家庭の会理事長 養育家庭

古 川
フ ル カ ワ

康 司
コ ウ ジ

中野区児童相談所長 関係行政機関

増 沢
マ ス ザ ワ

高
タカシ 社会福祉法人横浜博萌会 子ど も の虹情報研修センタ ー

副センタ ー長
臨床心理学

宮 原
ミ ヤ ハ ラ

理 恵
リ エ

公募委員 都民公募

武 藤
ム ト ウ

素 明
ソ メ イ 社会福祉法人二葉保育園常務理事

二葉学園 統括施設長
児童福祉施設

横 堀
ヨ コ ボ リ

昌 子
マ サ コ

青山学院大学コ ミ ュ ニティ 人間科学部教授
児童福祉

（ 社会的養護）

米 山
ヨ ネ ヤ マ

明
アキラ 社会福祉法人全国心身障害児福祉財団 全国療育相談センタ ー

センタ ー長
小児科医

柏 女
カ シ ワ メ

霊 峰
レ イ ホ ウ

＊ 淑徳大学総合福祉学部教授
児童福祉

（ 児童家庭福祉）

東京都児童福祉審議会  専門部会
（ 新たな社会的養育推進計画の策定に向けた検討）

氏  名

＊オブザーバー
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東京都社会的養育推進計画の審議経過等 

 

令和５年期東京都児童福祉審議会において、下記のとおり審議等を実施 

会議・公表等 開 催 日 審 議 経 過 等 

東京都児童福祉審議

会第 2 回本委員会 

令 和 ６ 年 ２ 月 ５ 日 ・新たな東京都社会的養育推進計画

策定に向けた専門部会の設置を決定 

東京都児童福祉審議

会第 1 回専門部会 

令和６年６月 25 日 ・本計画におけるパーマネンシー保

障の考え方について検討 

・本計画の構成案について検討 

・代替養育を必要とする児童数の推

計及び里親委託率の案について検討 

東京都児童福祉審議

会第２回専門部会 

令 和 ６ 年 ８ 月 ６ 日 ・本計画の構成案について検討 

・本計画記載事項ごとの検討（第３

章目標１から３） 

東京都児童福祉審議

会第３回専門部会 

令 和 ６ 年 ９ 月 ６ 日 ・本計画記載事項ごとの検討（第３

章目標４から９） 

東京都児童福祉審議

会第４回専門部会 

令和６年 10 月 29 日 ・本計画骨子案検討 

・一時保護所の体制強化に係る緊急

提言 

心理的・治療的ケア

の専門的支援の充実

に係る集中討議 

令和 6 年 12 月２日 ・児童自立支援施設の支援体制のあ

り方について 

東京都児童福祉審議

会第５回専門部会 

令和６年 12 月 20 日 ・本計画素案の検討 

・心理的・治療的ケア体制の集中討

議について 

東京都児童福祉審議

会第３回本委員会 

令和７年１月 10 日 ・東京都社会的養育推進計画（案）

について審議 

パブリックコメント 令和７年２月３日 

から３月４日まで 

・東京都社会的養育推進計画（案）

のパブリックコメントの実施 

公表 令和７年３月 31 日 ・東京都社会的養育推進計画を 

公表 

 

■委員名簿
（ 五十音順、 敬称略）

所               属 専門分野

掛 川
カ ケ ガ ワ

亜 季
ア キ

弁護士 司法関係

木 村
キ ム ラ

秀 樹
ヒ デ キ

福生市子ど も 家庭部こ ど も 家庭センタ ー課長 関係行政機関

齋 藤
サ イ ト ウ

弘 美
ヒ ロ ミ 社会福祉法人大洋社常務理事

大田区立ひま わり 苑統括施設長
母子生活支援施設

左近士
サ コ ン シ

美和
ミ ワ

中央区福祉保健部子ど も 家庭支援センタ ー所長 関係行政機関

新 保
シ ン ボ

幸 男
ユ キ オ

神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部教授
児童福祉

（ 児童家庭福祉）

高 田
タ カ ダ

真 里
マ リ

公募委員 都民公募

田中
タ ナ カ

れいか 一般社団法人たすけあい代表理事
児童福祉

（ 社会的養護）

都
ツ

留
ル

和 光
カ ズ ミ ツ

社会福祉法人二葉保育園 二葉乳児院 施設長 児童福祉施設

中
ナカ

板
イ タ

育 美
イ ク ミ

◎ 武蔵野大学看護学部教授 公衆衛生

能 登
ノ ト

和 子
カ ズ コ

特定非営利活動法人東京養育家庭の会理事長 養育家庭

古 川
フ ル カ ワ

康 司
コ ウ ジ

中野区児童相談所長 関係行政機関

増 沢
マ ス ザ ワ

高
タカシ 社会福祉法人横浜博萌会 子ど も の虹情報研修センタ ー

副センタ ー長
臨床心理学

宮 原
ミ ヤ ハ ラ

理 恵
リ エ

公募委員 都民公募

武 藤
ム ト ウ

素 明
ソ メ イ 社会福祉法人二葉保育園常務理事

二葉学園 統括施設長
児童福祉施設

横 堀
ヨ コ ボ リ

昌 子
マ サ コ

青山学院大学コ ミ ュ ニティ 人間科学部教授
児童福祉

（ 社会的養護）

米 山
ヨ ネ ヤ マ

明
アキラ 社会福祉法人全国心身障害児福祉財団 全国療育相談センタ ー

センタ ー長
小児科医

柏 女
カ シ ワ メ

霊 峰
レ イ ホ ウ

＊ 淑徳大学総合福祉学部教授
児童福祉

（ 児童家庭福祉）

東京都児童福祉審議会  専門部会
（ 新たな社会的養育推進計画の策定に向けた検討）

氏  名

＊オブザーバー
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指標一覧（再掲） 

取組 指標名 現状 目標値 

目標１ 当事者である子供の権利擁護の取組の充実 

取組１－３ 社会的養護に関わる関係職員

（児童相談所、一時保護施設、里

親・ファミリーホーム、施設、里

親支援センター、児童家庭支援

センター、意見表明等支援事業

の委託先団体等の職員）及び子

供自身に対する子供の権利や権

利擁護手段に関する研修や啓発

プログラム等の実施回数、受講

者等数 

・被措置児童等の権

利擁護に関する説明

会 

（全１０回、参加者

２５３名） 

（令和６年度） 

・子供の権利ノート

説明訪問 

（１８か所、参加者

５３１名） 

（令和６年度） 

 

・被措置児童等の権利

擁護に関する説明会

（全希望者が参加） 

・子供の権利ノート説

明訪問（全対象施設等

を３年ごとに訪問） 

取組２－１ 

取組２－２ 

意見表明等支援事業を利用可能

な子供の人数及び事業を利用し

た子供の人数、第三者への事業

委託状況（子供と利益相反のな

い独立性を担保しているか） 

・利用可能な子供の

人数 

（１４３名） 

（令和６年１２月） 

・利用した子供の人

数 

（１４１名） 

（令和６年１２月） 

・第三者への委託は

実施済み 

（令和６年度） 

※意見表明等支援員

のモデル導入におけ

る実績 

※利用した人数は、

面談した児童の延べ

人数 

 

 

 

 

 

・利用可能な子供の割

合 

（１００％） 

・引き続き適切な団体

へ委託 
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指標一覧（再掲） 

取組 指標名 現状 目標値 

目標１ 当事者である子供の権利擁護の取組の充実 

取組１－３ 社会的養護に関わる関係職員

（児童相談所、一時保護施設、里

親・ファミリーホーム、施設、里

親支援センター、児童家庭支援

センター、意見表明等支援事業

の委託先団体等の職員）及び子

供自身に対する子供の権利や権

利擁護手段に関する研修や啓発

プログラム等の実施回数、受講

者等数 

・被措置児童等の権

利擁護に関する説明

会 

（全１０回、参加者

２５３名） 

（令和６年度） 

・子供の権利ノート

説明訪問 

（１８か所、参加者

５３１名） 

（令和６年度） 

 

・被措置児童等の権利

擁護に関する説明会

（全希望者が参加） 

・子供の権利ノート説

明訪問（全対象施設等

を３年ごとに訪問） 

取組２－１ 

取組２－２ 

意見表明等支援事業を利用可能

な子供の人数及び事業を利用し

た子供の人数、第三者への事業

委託状況（子供と利益相反のな

い独立性を担保しているか） 

・利用可能な子供の

人数 

（１４３名） 

（令和６年１２月） 

・利用した子供の人

数 

（１４１名） 

（令和６年１２月） 

・第三者への委託は

実施済み 

（令和６年度） 

※意見表明等支援員

のモデル導入におけ

る実績 

※利用した人数は、

面談した児童の延べ

人数 

 

 

 

 

 

・利用可能な子供の割

合 

（１００％） 

・引き続き適切な団体

へ委託 
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取組 指標名 現状 目標値 

共通 措置児童等を対象とした子供の

権利擁護に関する取組に係る子

供本人の認知度（知っている

か）・利用度（利用したことがあ

るか、利用しやすいか）・満足度

（利用してどうだったか） 

・認知度（９７％） 

（令和６年１２月） 

・利用度（９９％） 

（令和６年１２月） 

・満足度（９０％） 

（令和６年１２月） 

※意見表明等支援員

のモデル導入におけ

る調査による 

※利用度は、面談した

児童の延べ人数を基

に積算 

・全ての子供が権利擁

護に関する取組を認

知し利用できるよう

周知徹底  

・引き続き高い満足度

を維持できるよう子 

供の意見を適切に把

握 

取組１－１ 措置児童等を対象とした子供の

権利に関する理解度（子供の気

持ちや意見についてどのように

大人が考えたり、対応するか説

明されているか） 

３３％ 

（令和６年度） 

※一部の措置児童を

対象とした調査によ

る 

 

子供が権利について

知る機会を適切に確

保 

 

取組１－１ 

取組２－１ 

取組２－２ 

措置児童等を対象とした日頃か

ら意見表明ができる子供の割合

（周りの人に気持ちや意見を言

えているか、児童相談所の人に

伝えたいことを伝えられている

か）及び意見表明に係る満足度

（周りの人は話を聴いてくれる

か、気持ちや意見が大切にされ

ていると感じるか、児童相談所

の人にもっと会いに来てもらい

たいか） 

 

・意見表明ができる子

供の割合（６５％） 

（令和６年度） 

・意見表明に係る満足

度（６２％） 

（令和６年度） 

※一部の措置児童を

対象とした調査によ

る 

全ての子供が意見表

明をできるよう希望

に応じた支援を実施 

取組３ 児童福祉審議会における子供の

権利擁護に関する専門部会又は

その他の子供の権利擁護機関の

設置状況、当該専門部会又は権

利擁護機関に対して子供から意

見の申立てがあった件数 

・児童福祉審議会子供

権利擁護部会の設置 

（令和６年度） 

・児童福祉審議会への

子供からの申立て件

数（１件） 

（令和６年１２月） 

・引き続き適切な審議

体制を確保 

・引き続き適切に申立

て制度を運用 
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取組 指標名 現状 目標値 

共通 社会的養護施策策定の際の検討

委員会への当事者である子供

（社会的養護経験者を含む。）の

委員としての参画の有無や措置

児童等に対するヒアリングやア

ンケートの実施の有無 

 

・児童福祉審議会専門

部会等における社会

的養護経験者の委員

任用及び子供へのア

ンケート実施（令和６年

度） 

引き続き実施 

目標２ パーマネンシー保障の考え方に基づく支援体制の構築 

取組１－１ こども家庭センター体制強化事

業実施自治体数（都独自） 

１４自治体 

（令和６年度） 

 

全自治体 

取組１－１ こども家庭センター設置に向け

た区市町村研修受講自治体数

（都独自） 

４７自治体 

（令和６年度） 

 

全自治体 

取組１－２ 産後ケア事業の利用率（都独自） 23.1％ 

(令和４年度) 

 

増やす 

取組１－２ 都道府県と市区町村との人材交

流の実施状況 

子供家庭支援センタ

ーから児童相談所へ

の研修派遣を受け入

れている 

 

増やす 

取組１－２ こども家庭センターにおけるサ

ポートプランの策定状況 

３６自治体 

（令和６年度） 

 

増やす 

取組１－２ 市区町村における 子育て短期

支援事業を委託できる里親・フ

ァミリーホーム 

 

２３２か所 

（令和６年度） 

 

 

増やす 

取組１－３ 特定妊婦等への支援に関係する

職員等に対する研修の実施回

数、受講者数 

母子保健研修等 

11 回 

受講者 9,045 名 

（令和５年度） 

 

研修の着実な実施 

取組１－３ 助産施設の設置数 38 施設 

（令和５年度） 

助産施設を引き続き

確保する 
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取組 指標名 現状 目標値 

共通 社会的養護施策策定の際の検討

委員会への当事者である子供

（社会的養護経験者を含む。）の

委員としての参画の有無や措置

児童等に対するヒアリングやア

ンケートの実施の有無 

 

・児童福祉審議会専門

部会等における社会

的養護経験者の委員

任用及び子供へのア

ンケート実施（令和６年

度） 

引き続き実施 

目標２ パーマネンシー保障の考え方に基づく支援体制の構築 

取組１－１ こども家庭センター体制強化事

業実施自治体数（都独自） 

１４自治体 

（令和６年度） 

 

全自治体 

取組１－１ こども家庭センター設置に向け

た区市町村研修受講自治体数

（都独自） 

４７自治体 

（令和６年度） 

 

全自治体 

取組１－２ 産後ケア事業の利用率（都独自） 23.1％ 

(令和４年度) 

 

増やす 

取組１－２ 都道府県と市区町村との人材交

流の実施状況 

子供家庭支援センタ

ーから児童相談所へ

の研修派遣を受け入

れている 

 

増やす 

取組１－２ こども家庭センターにおけるサ

ポートプランの策定状況 

３６自治体 

（令和６年度） 

 

増やす 

取組１－２ 市区町村における 子育て短期

支援事業を委託できる里親・フ

ァミリーホーム 

 

２３２か所 

（令和６年度） 

 

 

増やす 

取組１－３ 特定妊婦等への支援に関係する

職員等に対する研修の実施回

数、受講者数 

母子保健研修等 

11 回 

受講者 9,045 名 

（令和５年度） 

 

研修の着実な実施 

取組１－３ 助産施設の設置数 38 施設 

（令和５年度） 

助産施設を引き続き

確保する 
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取組 指標名 現状 目標値 

目標３ 家庭と同様の環境における養育の推進 

共通 ３歳未満、３歳以上の就学前、学

童期以降の里親等委託率 

【里親等委託率】 

３歳未満   

14.4% 

３歳～就学前 

23.7% 

学童以降   

16.9% 

合計     

17.5％ 

（令和 5 年度） 

 

【里親等委託率】 

３歳未満  50.5% 

３～就学前 50.5% 

学童以降  33.6% 

合計    37.4％ 

共通 ３歳未満、３歳以上の就学前、学

童期以降の登録率、稼働率 

【登録率】 42.5% 

【稼働率】 41.3％ 

（令和 5 年度） 

 

【登録率】74.6% 

【稼働率】50.0% 

共通 養育里親、専門里親、養子縁組里

親それぞれの里親登録（認定）数 

養育里親 

 801 家庭 

専門里親  

  19 家庭 

養子縁組 

 448 家庭 

（令和５年度） 

 

養育里親 

1,669 家庭 

専門里親 

40 家庭 

養子縁組 

933 家庭 

共通 ファミリーホーム数 30 ホーム 

（令和 5 年度） 

 

40 ホーム 

（定員 240 人） 

共通 里親登録（認定）に係る都道府県

児童福祉審議会の開催件数 

 

 

 

 

 

 

 

年 6 回 

（令和 5 年度） 

年６回で継続 

-144-

第
１
章　
　

基
本
的
考
え
方
と
全
体
像

第
１
章　
　

基
本
的
考
え
方
と
全
体
像

第
２
章　
　

東
京
都
の
状
況

第
２
章　
　

東
京
都
の
状
況

第
３
章　
　

東
京
都
に
お
け
る
具
体
的
な
取
組

第
３
章　
　

東
京
都
に
お
け
る
具
体
的
な
取
組

第
４
章　
　

計
画
の
進
捗
評
価
と
見
直
し

第
４
章　
　

計
画
の
進
捗
評
価
と
見
直
し

資　

料　

編　
　

資　

料　

編　
　

137



取組 指標名 現状 目標値 

共通 養育里親、専門里親、養子縁組里

親それぞれの委託里親数、委託

児童数 

【養育里親】 

・委託里親数  

383 家庭 

・委託児童数  

445 人 

 

【専門里親】 

・委託里親数  

５家庭 

・委託児童数 

 ５人 

 

【養子縁組里親】 

・委託里親数  

49 家庭 

・委託児童数 

 52 人 

（令和５年度） 

 

増やす 

共通 新規ファミリーホーム数、委託

児童数 

新規 ２ホーム 

（令和 5 年度） 

委託児童数 120 人 

（令和５年度） 

 

増やす 

共通 里親登録（認定）に対する委託里

親の割合 

38.0％ 

（令和５年度） 

 

増やす 

取組２－１ 里親支援センターの設置数 — フォスタリング機関

の実施状況を評価の

上で検討 

取組２－１ 民間フォスタリング機関の設置

数 

8 児童相談所 

（令和７年１月） 

 

都児相管轄内すべて

に設置 

取組２－１ 児童相談所における里親等支援

体制の整備 

フォスタリング機関

事業の実施８か所 

（令和７年１月） 

 

都内全域 
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取組 指標名 現状 目標値 

共通 養育里親、専門里親、養子縁組里

親それぞれの委託里親数、委託

児童数 

【養育里親】 

・委託里親数  

383 家庭 

・委託児童数  

445 人 

 

【専門里親】 

・委託里親数  

５家庭 

・委託児童数 

 ５人 

 

【養子縁組里親】 

・委託里親数  

49 家庭 

・委託児童数 

 52 人 

（令和５年度） 

 

増やす 

共通 新規ファミリーホーム数、委託

児童数 

新規 ２ホーム 

（令和 5 年度） 

委託児童数 120 人 

（令和５年度） 

 

増やす 

共通 里親登録（認定）に対する委託里

親の割合 

38.0％ 

（令和５年度） 

 

増やす 

取組２－１ 里親支援センターの設置数 — フォスタリング機関

の実施状況を評価の

上で検討 

取組２－１ 民間フォスタリング機関の設置

数 

8 児童相談所 

（令和７年１月） 

 

都児相管轄内すべて

に設置 

取組２－１ 児童相談所における里親等支援

体制の整備 

フォスタリング機関

事業の実施８か所 

（令和７年１月） 

 

都内全域 
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取組 指標名 現状 目標値 

取組２－２ 基礎研修、登録前研修、更新研修

などの必須研修以外の研修の実

施回数、受講者数 

９６回  

延べ 1,014 人 

（都実施分） 

（令和 5 年度） 

 

増やす 

取組３－１ 児童相談所を通じた特別養子縁

組の成立件数 

 

３６件 

（令和 5 年度） 

必要に応じた対応の

着実な実施 

取組３－２ 民間あっせん機関を通じた特別

養子縁組の成立件数 

 

０件（都児相所管分） 

（令和５年度） 

— 

取組３－１ 親との交流の途絶えたケース、

親の行方不明、特別養子縁組不

同意ケース等に係る児童相談所

長による特別養子適格の確認の

審判の申立件数 

 

２件（都児相所管分） 

（令和５年度） 

申立の積極的な検討

と、必要に応じた対応

の着実な実施 

取組３－２ 里親支援センターやフォスタリ

ング機関（児童相談所を含む）、

乳児院、民間団体等による特別

養子縁組等の相談支援体制の整

備  

フォスタリング機関 

８か所 

（令和７年１月） 

民間あっせん機関（都

内） ５機関 

（令和６年度） 

連携強化 

 目標４ 施設におけるできる限り良好な家庭的環境の整備 

取組１-１ 児童養護施設定員に占める定員

６名以下のユニットの割合 

60.4％ 

（令和６年度） 

100% 

※ただし、代替養育の状況によ

る 

取組１－１ 乳児院定員に占める定員６名以

下のユニットの割合 

59.8％ 

（令和６年度） 

 

上げる 

取組１-１ グループホームの定員数 １,１４１名 

（令和６年度） 

 

増やす 

取組１－２ 一時保護専用施設の整備施設数 

（一時保護委託専用ユニット） 

乳児院４箇所 

児童養護施設１箇所 

（令和６年度） 

増やす 
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取組 指標名 現状 目標値 

取組１－２ 里親養育包括支援（フォスタリ

ング）事業の実施施設数 

６施設（都内８箇所に

設置済） 

（令和７年１月） 

 

全児相ごとに設置 

取組１－２ 区市町村の家庭支援事業を委託

されている施設数（事業ごと） 

１，５３３箇所 

（令和 6 年度） 

 

 

増やす 

目標５ 心理的・治療的ケアが必要な子供への専門的な支援の充実 

取組１-１ 専門機能強化型児童養護施設 

の実施施設数 

 

40 施設 

（令和６年 6 月） 

全施設 

取組 1－2 乳児院の家庭養育推進事業 ９施設 

（令和６年６月） 

 

全施設 

取組１-３ 乳児院の医療体制整備事業 ２施設 

（令和６年６月） 

 

継続 

目標６ 社会的養護のもとで育つ子供たちの自立支援 

１-２ 児童自立生活援助事業の実施箇

所数 

Ⅰ型：18 箇所 

Ⅱ型・Ⅲ型：０箇所 

（令和６年 4 月） 

 

増やす 

１-２ 社会的養護自立支援拠点事業の

整備箇所数 

 

３箇所(都所管) 

（令和６年 4 月） 

実態調査を踏まえ協

議会で検討 

目標７ 児童相談体制の強化 

（１） 

取組１－１ 

第三者評価を実施している児童

相談所数 

 

６か所 

（令和６年度） 
全児童相談所 

（１） 

取組１－１ 

児童福祉司、児童心理司の配置

数 

児童福祉司５０７人 

児童心理司２５１人 

（令和６年度） 

 

国の政令基準の達

成・維持 
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取組 指標名 現状 目標値 

取組１－２ 里親養育包括支援（フォスタリ

ング）事業の実施施設数 

６施設（都内８箇所に

設置済） 

（令和７年１月） 

 

全児相ごとに設置 

取組１－２ 区市町村の家庭支援事業を委託

されている施設数（事業ごと） 

１，５３３箇所 

（令和 6 年度） 

 

 

増やす 

目標５ 心理的・治療的ケアが必要な子供への専門的な支援の充実 

取組１-１ 専門機能強化型児童養護施設 

の実施施設数 

 

40 施設 

（令和６年 6 月） 

全施設 

取組 1－2 乳児院の家庭養育推進事業 ９施設 

（令和６年６月） 

 

全施設 

取組１-３ 乳児院の医療体制整備事業 ２施設 

（令和６年６月） 

 

継続 

目標６ 社会的養護のもとで育つ子供たちの自立支援 

１-２ 児童自立生活援助事業の実施箇

所数 

Ⅰ型：18 箇所 

Ⅱ型・Ⅲ型：０箇所 

（令和６年 4 月） 

 

増やす 

１-２ 社会的養護自立支援拠点事業の

整備箇所数 

 

３箇所(都所管) 

（令和６年 4 月） 

実態調査を踏まえ協

議会で検討 

目標７ 児童相談体制の強化 

（１） 

取組１－１ 

第三者評価を実施している児童

相談所数 

 

６か所 

（令和６年度） 
全児童相談所 

（１） 

取組１－１ 

児童福祉司、児童心理司の配置

数 

児童福祉司５０７人 

児童心理司２５１人 

（令和６年度） 

 

国の政令基準の達

成・維持 
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取組 指標名 現状 目標値 

（１） 

取組１－１ 

市町村支援児童福祉司の配置数 ２人 

（令和６年度） 

 

国の政令基準の達

成・維持 

（１） 

取組１－１ 

児童福祉司スーパーバイザーの

配置数 

 

６６人 

（令和６年度） 

必要に応じて体制を

強化 

（１） 

取組１－１ 

医師の人数 28 人（うち、会計年

度任用職員は 21

人） 

（令和６年度） 

 

必要人員を確保 

（１） 

取組１－１ 

保健師の人数 12 人（会計年度任用

職員） 

（令和６年度） 

 

必要人員を確保 

（１） 

取組１－１ 

弁護士の人数 協力弁護士 67 人 

（うち、24 人は会計

年度任用職員を兼ね

る） 

（令和６年度） 

 

必要人員を確保 

（1） 

取組２－１ 

児童相談所の管轄人口（100 万

人を超えている場合は、推移も） 

児童相談センター：

129 万人、江東児

相：82 万人、品川児

相：142 万人、杉並

児相：91 万人、 

北児相 36 万人、足

立児相 69 万人、練

馬児相 74 万人、 

八王子児相：118 万

人、立川児相：75 万

人、小平児相：116

万人、多摩児相：82

万人  

（住民基本台帳による世帯と

人口 令和６年１月 1 日 ） 

 

人口規模などを考慮

し、児童相談所の管轄

区域の見直しを実施 
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取組 指標名 現状 目標値 

（２） 

取組２－１ 

中核市・特別区における児童相

談所の設置状況 

 

9 区 

（令和 6 年 10 月） 

－ 

（２） 

取組２－１ 

中核市・特別区における児童相

談所の今後の設置見込（検討中

のものを含む） 

— 令和８年度末までに

３区設置予定 

目標８ 一時保護児童への支援体制の強化 

（１） 

取組１－１ 

一時保護施設の定員数 250 人 

（民間委託含まない

都児相の定員数） 

（令和６年度） 

350 人（見込み・民間

委託は含まない都児

相の定員数） 

（３） 

取組３－１ 

第三者評価を実施している一時

保護施設数 

全 11 か所（民間委

託の３か所含む） 

（令和６年度） 

全児童相談所で実施 

 
 
【参考】東京都の普及啓発キャラクターについて 

 

○東京都里親制度ＰＲキャラクター さとぺん・ファミリー 

ペンギンは子煩悩な動物で、オスとメス、群れで協力してヒナを守り、子育てをします。 

 

ペンギンのコミュニティがヒナを守り育てるように、里 

親制度においても、里親や社会が手を取り合いながら子育 

てをしていくこと、里親がごく普通のこととして受け入れ 

られるような社会になるようにという願いを込めています。 

        

 

○東京都児童虐待防止推進キャラクター OSEKKAI くん 

都民の皆様に、児童虐待防止に関心を持っていただき、地域で OSEKKAI していただくこと 

を目指して、児童虐待防止に係る普及啓発のキャラクター「OSEKKAI くん」を作成しました。 

（平成 25 年 10 月） 

 

 都民一人ひとりの OSEKKAI により、児童虐待を未然に防 

止したり、早期対応に繋がることとなります。 

皆様に、「OSEKKAI」の理解と協力をしていただけるよう、 

「OSEKKAI くん」と一緒に広報していきます。 
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東京都社会的養育推進計画

東
京
都
社
会
的
養
育
推
進
計
画

令
和
７
年
３
月

令和７年３月


